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（Power Producer and Supplier）と呼ばれる特定
規模電気事業者や他地域の電力会社からも電力を
購入することが可能となる。なお、ＰＰＳや他電
力からの自由化対象のお客さまへの供給は電力会
社の送電線を利用した託送による供給となり、こ
の制度を接続供給と呼んでいる。（図３）
平成12年10月時点で、ＰＰＳとして届け出た事業者が３件で供給力の合計は約13万kW、これらＰ
ＰＳからの相対契約によりお客さまに供給しているＰＰＳは１件で使用電力の合計は約3万kW、更に、
供給先を入札により選ばれたお客さまが５件、このうち通産省はＰＰＳであるダイヤモンドパワーが
落札し、すでに供給を開始している。
図３　自由化部門の制度概要
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ちなみに、このような状況の中、わが国でもオイルショック直後の1980年以降、効率化の成果を受
け、電気料金の引き下げを続けており、関西電力の場合、先般の料金改定の結果、1980年に対し75％
のレベルにまでになっている。
４．系統運用の現状
関西電力管内の季節ごとの代表的な１日の需要は図４のように季節ごと時間ごとに大きく変化し、
年間の最小時には年間の最大時の３割程度にまで減少する。
一方、図５は関西電力の主要電力系統を示したものである。電源から需要に電力を安定的かつ効率
的に輸送できるように、また電源開発地点の変動や需要の偏在への柔軟性を確保するように二重外輪
系統で構築している。
3
電力会社は、これらの需要に対して電源から送電ネットワークに至る全体を一体的に扱い、信頼性
を確保した上で経済性を考慮した系統運用を行っており、この信頼性の指標となる品質として、周波
数、電圧の適正値の維持、停電の回避などがある。図６で送電線制約時の電源持ち替えについて説明
すると、通常は安い電源の出力をあげていき、足らず
まいを高い電源で供給するといった経済運用を行って
いるわけであるが、この結果、送電線の運用限度を超
えるような潮流となることが予想される時には経済性
を若干犠牲にして安い電源を抑制し、その分高い電源
の出力を増やし送電線の潮流を運用限度内に抑制する
といったことを行っている。
このような運用を行うにあたっては、長期から年間、月間、週間、翌日、そして当日に至るまで綿
密な事前調整を実施している。常に適正な予備力を確保するための電源の点検停止時期の調整、数年
スパンに亘る信頼度を考慮した上での流通設備の停止作業の実施時期の調整、発電機の特性や使用燃
料などを考慮した経済的な運転スケジュールの算定、潮流計算・系統安定度計算などによる予定潮流
での安定運用可否の事前検討などを実施している。
更に、万一の事故発生時に備え、迅速な事故復旧ができるように日頃からシミュレータによる事故
想定訓練を実施している。
５．自由化の系統運用への影響
前述のように、これまでは電力会社が電源から流通設備まで計画的かつ一体的に扱い、系統運用を
行ってきている。部分自由化が開始された現状においても、電力会社がほとんどの需要に供給する間
図４　季節別１日の電気の使われ方 図５　関西電力の主要電力系統
図６：送電線制約時の電源持ち替え
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は実運用上大きな問題はないと考えているが、自由化が進展すると、周波数維持、需給バランス、予
備力確保、連系線運用などの面において影響が出てくることが懸念される。
（１）周波数維持
負荷変動に応じ発電機出力を調整し周波数を維持する役割は電力会社が担っているが、従来、
60Hzで交流同期連系している西日本６社のうち、関西電力以外の５社は周波数と連系線潮流を同時
に検出して発電機出力を調整するＴＢＣ（Tie-Line Bios Control）制御を行い、関西電力は各社の調
整未達分（＝しわ分）も含めた負荷変動分を調整する形となるＦＦＣ（Flat Frequency Control）制
御により行っていた。
この背景には、電力会社間連系が開始した1963年（昭和38年）当時、全系容量が小さい中で系統容
量比が大きく出力調整能力のある電源を持つ関西電力が周波数に対して最終的な責任を持たざるを得
なかったという技術的経緯があった。
今回、自由化が開始するにあたり、60Hz系容量も連系当時の７倍と大きくなり各社とも電源の調
整能力が確保されている一方、ＰＰＳなどからは電力会社が周波数を維持する役割に対する費用とし
てアンシラリーサービス料金を設定しており、こうした中で電力会社間でも公平性を担保しておこう
ということで、60Hz系６社で協議の結果、自由化が進んでいる欧米と同様の全社同じＴＢＣ制御で
本年4月より運用を開始している。
なお、制御方式を変えたあとでも周波数の仕上がりに従来と大きな差は出ておらず、全社ＴＢＣ制
御の安定性には問題がないことを確認している。
（２）需給バランス
従来の日々の運用の中では、電力会社は経済的な電源運用を行うため、３分先の需要を予測し、こ
れに対して並列されている火力発電機の総燃料費が最小となるような各発電機への出力配分を中央の
コンピュータで自動的に算出し、発電機に出力値を指令している。（ＥＬＤ：Economic Load
Dispatch）
自由化が進展し、各発電機の出力が市場での価格により決定されるようになると、理論的には全費
用の最小化とはならないことになる。
（３）予備力確保
従来、電力会社がエリア内の需要に対し供給責任を果たすべく供給力を一体的に確保してきた。長
期計画では、電力会社が想定した１０年程度先までの需要にもとづき予備力を確保した供給力を調達
するため電源開発などを行い、また年間計画では電源の点検停止時期の調整により必要予備力を確保
している。
自由化が進展すると、供給責任の所在がなくなり、各社は自社の販売計画に応じた電源調達しか行
わなくなり、予備力不足となる可能性が懸念される。自由化が進んでいる米国の1998年度長期計画で
は、1998年には16%強の予備力が年々低下し、2007年では10%強まで低下する見通しとなっている。
カリフォルニアでは予備力が一定の基準を下回ると緊急宣言が発動され、逼迫度合いに応じ、節電
の呼びかけ、調整契約負荷の遮断、輪番停電の実施が行われることになっているが、本年6月から8月
には21回の節電呼びかけと13回の調整契約負荷遮断が行われた。更に6月14日には、ローカル的では
あるが、サンフランシスコ・ベイエリアにおいて輪番停電にまで至った。この日は40度を超える猛暑
による需要の急増と電源のトラブル停止が重なり、エリア外からの送電線の潮流も運用限度一杯で受
電できず、供給力が不足し、のべ9.7万軒の輪番停電が行われた。
（４）連系線運用
従来、連系線の運用は電力会社間での融通などの事前契約により潮流が決定することから、長期的
な予定値が容易に把握でき、これをもとに系統解析などの事前検討により運用限度を設定し、この範
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囲に収まるように電源、流通設備の点検や作業による停止時期を計画的に調整してきた。
自由化が進展し、市場により電源運用が直前に決定するものが多くなると、事前の予定潮流の把握
が困難となり十分な事前検討ができず信頼度維持が困難となる可能性が出てくる。
潮流が予定から大きく変わったことにより大停電に
至った例として1996年7月に発生した米国西部での停電
事故がある。当初西部地区に至る連系線の計画潮流は
安定に運用できる値であったが、当日は西部地区が快
晴・高気温で需要が急増する一方、北西部では豊水で
安価な水力の電気を大量に供給可能という中で、この
電力を西部地区が大量に受電し、計画を大きく超える
重潮流となった。このような状況のもとで、樹木接触
による送電線事故にＲｙ故障が重なり、オレゴン南部
の電圧低下、系統分離と事故が拡大していったのであ
る。
なお、翌日の7月3日にも同様の事故が発生したが、この時は一部の負荷遮断でくい止めたものの、
やはり停電となった。
これらの事故の要因としては、今述べた予定外に重潮流となったことや、競争激化に伴うコスト削
減の影響、会社間・部門間の協力・協調関係の弱体化の影響などがあると言われている。
６．その他の影響
以上、自由化による系統運用への影響について紹介したが、その他にも設備計画や価格などへの影
響が懸念される。
（１）設備計画
設備計画に必要な長期的・確定的な需要想定が困難になること、責任の所在があいまいになりトー
タル的に適正な設備計画を推進する母体が不在となること、リードタイムの長い設備建設は投資リス
クが大きく行われなくなること、などがある。
（２）価格
競争下では何れかの断面で寡占状態となり、このような場合には市場支配力を有する事業者が増大
し価格が高止まりとなる可能性が考えられるが、前述の需給逼迫に関連した今夏のカリフォルニア州
における電力価格の高騰を例として紹介する。
カリフォルニア州の電力供給体制は図８のように大手３社が主な供給会社となっており、その市
場は図９のように、１日前、１時間前に電力取引を行う卸電力公営プール市場であるＰＸと、実際の
図７　米国西部停電事故の概要
図８　カリフォルニア州電力供給エリア 図９　カリフォルニア州電気事業の市場構造
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需要と取引量の差分を調整するためリアルタイ
ムの電力取引を行う独立系統運用者であるＩＳ
Ｏが中心となっている。
なお、大手３社は、発電する電力は全てＰＸ
に入札し、小売りする電力は全てＰＸから購入
することが義務づけられている。
このＰＸにおける１日前卸電力価格の本年6
月から8月の変動状況は、図10のようにプライ
ス・キャップ（上限価格）に張り付く高騰を
頻発しており、この結果、6月平均価格、7月
平均価格ともに昨年の8月平均価格を大きく上
回った。
一方、家庭用電気料金は、自由化移行措置として大手３社は固定料金制度となったが、ＳＤＧ＆Ｅ
社では昨年でこの措置を終了させ卸電力価格に連動した料金となっており、昨年の7月は値下げ出来
たものの、今年の7月にはこの影響で大幅な値上げとなった。また、固定料金を続けているＳＣＥ社
とＰＧ＆Ｅ社では卸電力価格が高騰する中で、これを小売価格に転嫁できず大幅な差損が発生してい
る。なお、２社の差損の回収方法については現在係争中である。
この電力価格高騰の背景として、電源建設が市場任せとなっていること、コスト削減の余り電源投
資を遅らせること、事業者が新規投資を抑制し短期利益を追求すること、発電所の老朽化や保修計画
が事業者任せであること、更にコストではなくプライスによる入札やＰＸ、ＩＳＯ、私設市場など複
雑な市場構造によりゲーミングを助長する仕組みとなっていることなどが言われている。
７．おわりに
従来、日本の電力供給は電力会社による一体的な系統運用により、信頼性と経済性を両立してきた。
これは、部分自由化後においても大部分の需要に電力会社から電気を供給している間は実運用上大き
な問題は発生することはないと考えている。
しかしながら、さらに自由化が進展し、市場により個々に電源運用が決定されることになると、ネ
ットワークから最適な運用とならない、必要予備力の確保が困難となる、計画的な運用が困難となる、
電力価格の高騰を招く、などの可能性があり信頼性および経済性を損なう恐れがある。
このような流れの中で、全体最適により確保してきた信頼度をどのように担保すべきか、日本の電
力風土に適応する電力供給形態の構築も含め検討していく必要がある。
図10 卸電力価格の変動状況
（PX１日前市場、2000年６月～８月）
